
2020年3月13日、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「シュローダー」）の下記ファンドの

基準価額が、前営業日比5％以上下落しましたので、お知らせいたします。

■ 基準価額が前営業日比5％以上下落したファンド

（2020年3月13日基準）

ファンド名 基準価額 前営業日比 前営業日比騰落率

シュローダー・ユーロ株式ファンド
為替リスク軽減型

7,863円 －850円 －9.76%

シュローダー・ユーロ株式ファンド
為替ヘッジなし

7,124円 －823円 －10.36%

シュローダー・ユーロ株式ファンド
米ドル投資型

7,421円 －772円 －9.42％

シュローダー・アジアパシフィック・エクセレント・
カンパニーズ

12,151円 －692円 －5.39％

シュローダー・ユーロ・エクイティ・ファンド
為替リスク軽減型
愛称：ユーロの匠

7,243円 －782円 －9.74%

シュローダー・ユーロ・エクイティ・ファンド
為替ヘッジなし
愛称：ユーロの匠

6,240円 －721円 －10.36%

シュローダー・エマージング中小型株式ファンド 7,533円 －534円 －6.62%

シュローダーＢＲＩＣｓ株式ファンド 6,080円 －427円 －6.56%

シュローダー・エマージング株式ファンド
（３ヵ月決算型）

7,919円 －536円 －6.34%

シュローダー・エマージング株式ファンド
（１年決算型）

9,824円 －669円 －6.38%

シュローダー中東／北アフリカ・ファンド
愛称: ＭＥＮＡ（ミーナ）

8,281円 －532円 －6.04%

シュローダー・ラテンアメリカ株投資 4,522円 －572円 －11.23%

シュローダーＤＣアクティブ外国株式
愛称：ＤＣアクティブ外国株式

16,610円 －1,605円 －8.81%
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2020年
3月16日



■ 市場データ

■ 基準価額の主な下落要因

新型コロナウイルスの感染拡大を受け、トランプ米大統領が英国を除く欧州から米国への渡航を今後30日間大幅に制

限すると表明したことが嫌気され、3月12日の株式市場は下落しました。また、米国の経済対策についても真新しい内容

の発表が無かったことも重しとなりました。欧州株式市場については、米国による対欧州の入国規制に加え、欧州中央銀

行(ECB)が預金ファシリティ金利を引き下げずに据え置いたことも重しとなりました。なお米国では、ニューヨーク証券取引

所が今週二度目となる、取引を一時停止するサーキットブレーカーを発動しました。

リスク資産の株式が世界的に売られた流れを受けて、3月13日の日本株式市場も大きく下落しました。朝方から全面安

となり、日経平均株価で一時17,000円割れとなるものの終値は17,431.05 円で引け、2016年11月以来の安値となり

ました。

以上
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（2020年3月12日基準）

マーケット指標 前営業日比騰落率

MSCI World指数 (税引後配当込、米ドルベース) －9.90%

MSCI Kokusai指数 (税引後配当込、米ドルベース) －10.36%

MSCI EMU指数(税引後配当込、ユーロベース) －12.53%

MSCI Emerging Markets指数 (税引後配当込、米ドルベース) －6.70%

MSCI Emerging Markets Latin America指数 (税引後配当込、米ドルベース) －14.93%

MSCI BRIC指数 (税引後配当込、米ドルベース) －7.03%

MSCI Emerging Markets Small Cap指数 (税引後配当込、米ドルベース) －8.37%

MSCI GCC Countries指数(税引後配当込、米ドルベース) －3.27%

MSCI AC Asia Pacific (除く日本) 指数 (税引後配当込、米ドルベース) －5.98%

（2020年3月13日基準）

マーケット指標 前営業日比騰落率

日経平均株価 －6.08%

東証株価指数（TOPIX） －4.98%

米ドル／円 ＋0.54%

ユーロ／円 －0.37%
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投資信託に係るリスクについて

投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とし投資元本が保証されていないため、当

該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動します。したがって、投資家の皆様の投
資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。運用に
より信託財産に生じた損益はすべて投資家の皆様に帰属します。なお、投資信託は預貯金と異なります。

また、投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なること
から、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資に当たっては、事前に最新の投資信託説明書（交付目論見書）や
契約締結前交付書面をよくご覧ください。

投資信託に係る費用について

投資信託にご投資いただくお客様には以下の費用をご負担いただきます。

◼ 購入時手数料： 上限3.85%（税込）

投資家が投資信託のご購入のお申込みをする際に直接ご負担いただく費用です。投資信託によっては、換金時
（および償還時）に「ご換金手数料」等がかかる場合もあります。

◼ 信託財産留保額： 上限0.7%

投資家が投資信託をご換金する際等に直接ご負担いただく費用です。

◼ 運用管理費用（信託報酬）： 上限年率2.20%（税込）

投資家がその投資信託を保有する期間に応じて間接的にご負担いただく費用です。

◼ その他の費用・手数料： 上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。ただし、運用状況等に
より変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができません。

※上記の費用の合計額については、投資家の皆様が投資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、上限額等
を事前に表示することができません。詳細は投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等でご確認く
ださい。

お申込みに際してのご注意等

上記に記載しているリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しています。投資信託に係るリスクや費用は、
それぞれの投資信託により異なりますので、詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面をご
覧ください。上記に記載している費用料率等に関しては、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社が運用する

すべての投資信託のうち投資家の皆様にご負担いただくそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。

本資料は、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「弊社」といいます。）が設定した投資信託に関す
る商品説明資料であり、法令に基づく開示書類ではありません。投資信託は、金融機関の預貯金と異なり、元金および

利息が保証されている商品ではありません。投資信託は、預金または保険契約ではなく、預金保険および保険契約者保
護機構の保護の対象ではありません。投資信託は、銀行等登録金融機関でお申込みいただいた場合は、投資者保護
基金の支払対象ではありません。お申し込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。本資料は、作成時点において弊社が信頼できると判断した情報
に基づいて作成されておりますが、弊社はその内容の正確性あるいは完全性について、これを保証するものではありません。
本資料中に記載されたシュローダーの見解は、策定時点で知りうる範囲内の妥当な前提に基づく所見や展望を示すもの

であり、将来の動向や予測の実現を保証するものではありません。市場環境やその他の状況等によって将来予告なく変
更する場合があります。シュローダー/Schrodersとは、シュローダーplcおよびシュローダー・グループに属する同社の子会社
および関連会社等を意味します。本資料を弊社の許諾なく複製、転用、配布することを禁じます。
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お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店

担当者）経由で国内委託取引を行なう場合、約定代金に対して最大 1.26500％（但

し、最低 2,750 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の

外国取引にあたっては約定代金に対して最大 0.99000％の国内取次手数料（税込）

に加え、現地情勢等に応じて決定される現地手数料および税金等が必要となります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動（裏付け資産の価格や収益力の変動を

含みます）による損失が生じるおそれがあります。また、外国株式等の売買等にあ

たっては価格変動のほかに為替相場の変動等による損失が生じるおそれがありま

す。 

 信用取引を行なうにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託

保証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行なうこ

とができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあり

ます。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その

対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失が生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失が生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された購入時手数料および運

用管理費用（信託報酬）等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等に

は価格の変動等による損失が生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示

が行なわれていないものもあります。 

 

商号等 ：大和証券株式会社 ／ 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 

  一般社団法人第二種金融商品取引業協会 
 


